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Ⅰ 消 防 の 概 要Ⅰ 消 防 の 概 要Ⅰ 消 防 の 概 要Ⅰ 消 防 の 概 要１．消防組織の概要１．消防組織の概要１．消防組織の概要１．消防組織の概要（１）消防体制県内の消防体制は、昭和２３年に自治体消防が発足して以来、逐次、整備充実されてきたが、平成２４年１０月１日現在における常備化の状況は、３９市町村のうち、３８市町村が消防本部・署を設置、または委託して常備し、その管内人口は県全人口の９９．９６％となっている。これら市町村の常備の態様は、市町村単独設置が６市、消防一部事務組合による設置が７組合、委託常備が３村となっている。 消 防 常 備 化 の 推 移消 防 常 備 化 の 推 移消 防 常 備 化 の 推 移消 防 常 備 化 の 推 移
（２）消防相互応援協定消防は、市町村がその区域内に関する責任を負っているが、市町村境界線付近での災害や大規模・特殊災害には、個々の市町村の消防力のみでは対処できない場合がある。そのため、市町村は、消防の相互応援に関して協定を締結するなどして、適切に対処できるようにしている。平成２５年４月１日現在、県内では消防相互応援協定として、県内統一協定が１件、その他の県内消防機関との協定が２６件、県外消防機関との協定が３２件締結されている。（３）消防組織と消防職団員平成２５年４月１日現在の県内の消防組織は、１３消防本部、２５署２６出張所等で、消防団は、３９団３０１分団となっている。消防吏員数は１，８１１人で、前年に比べ同じで増減なしである。勤務体制別に見ると、毎日勤務者が３４１人、２部制勤務者９２９人、３部制勤務者が４６３人、それ以外が７３人となってる。一方、消防団員は８，６０１人で、前年に比べ１２人（▲０．１４％）減少している。大火災や風水害等の大規模災害時における消防団の果たす役割は大きく、また住民に対する防災意識の普及啓発を更に推進するため、地域防災のリーダーとして活動することでも期待されていることから、今後一層の消防団の活性化を推進していく必要がある。消 防 組 織 と 消 防 職 団 員 の 推 移消 防 組 織 と 消 防 職 団 員 の 推 移消 防 組 織 と 消 防 職 団 員 の 推 移消 防 組 織 と 消 防 職 団 員 の 推 移

昭和４０年１０月１日現在 昭和５０年１０月１日現在 昭和６０年１０月１日現在 平成２４年１０月１日現在市町 人 口 市町 人 口 市町 人 口 市町 人 口人 口 人 口 人 口 人 口村数 比 率 村数 比 率 村数 比 率 村数 比 率常 備 消 防 ８ 483,439 58.5 １６ 801,502 74.4 ３４ 1,220,169 93.5 ３８ 1,384,167 99.96単独設置 ８ 483,439 58.5 ９ 684,301 63.5 ９ 854,689 65.5 ６ 698,632 50.46常備消防 消防組合 － ７ 117,211 10.9 ２５ 365,507 28.0 ２９ 680,220 49.13のうち 委 託 － － － ３ 5,315 0.38非 常 備 消 防 ３９ 342,526 41.5 ３１ 275,989 25.6 １３ 84,670 6.5 １ 481 0.03計 ４７ 825,965 100.0 ４７ 1,077,491 100.0 ４７ 1,304,839 100.0 ３９ 1,384,648 100.0

昭和 50 年 4 月 1 日現在 昭和 60 年 4 月 1 日現在 平成 22 年 4 月 1 日現在 平成 23 年 4 月 1 日現在 平成 24 年 4 月 1 日現在 平成 25 年 4 月 1 日現在消 防 本 部 数 ９ １４ １３ １３ １３ １３常 消 防 署 数 １２ ２１ 2５ ２５ ２４ ２５消防出張所数 ８ １５ ２６ ２６ ２３ ２６備 消 防 吏 員 数 ５９２ １，０８４ １，７８４ １，８０９ １,８２４ １,８１１非 消 防 団 数 ４７ ４７ ３９ ３９ ３９ ３９常 分 団 数 ３６４ ３４６ ３ 1３ ３０９ ２８４ ３０１備 消 防 団 員 数 １２，２８４ １０，６５７ ８，８２５ ８，７１４ ８,６１３ ８,６０１
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（４）消防職団員の年齢と在職年数消防職団員数の推移（各年４月１日）消防職団員数の推移（各年４月１日）消防職団員数の推移（各年４月１日）消防職団員数の推移（各年４月１日）

消防吏員の年齢は、３６歳以上が３４３人で最も多く、次いで４１歳以上４５歳以下の２６８人となっており、平均年齢は、３９．９歳である。消防団員の年齢は、５６歳以上が９８８人と最も多く、次いで３８歳以上３９歳以下が７０１人となっており、平均年齢は４３．１歳となっている。消 防 職 団 員 の 年 齢 別 構 成消 防 職 団 員 の 年 齢 別 構 成消 防 職 団 員 の 年 齢 別 構 成消 防 職 団 員 の 年 齢 別 構 成

消防吏員の在職年数は、３０年以上の４３４１人（２４．０%）で最も多く、次いで５年未満が、３２４人（１７．９％）となっている。消防団員の在職年数は、５年未満が１，９２８人(２２．４％)と最も多く、次いで５年以上１０年未満の１，８０６人(２１．０％)となっている。消防職団員の在職年数消防職団員の在職年数消防職団員の在職年数消防職団員の在職年数
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２．消防施設の概要２．消防施設の概要２．消防施設の概要２．消防施設の概要消防施設は、関係者の努力により、逐年整備充実されている。しかし、近年建築物の密集、高層化、生活様式の変化等に伴い、災害の要因は複雑多様化し、その危険性も著しく増大してきているので、これらの事態に十分対処できるようにより一層消防施設の整備充実を図る必要がある。（１）消防ポンプ自動車等

（２）消防水利等

（ 単 位 ： 台 ）平 成 ２ ５ 年 ４ 月 １ 日 現 在種 別 消 防 本 部 消 防 団 合 計普 通 消 防 ポ ン プ 自 動 車 ６ ２ ２ ０ ６ ２ ６ ８水 槽 付 き 消 防 ポ ン プ 自 動 車 ２ ４ １ １ ３ ５は し ご 付 消 防 ポ ン プ 自 動 車 １ ５ １ ５（ ポ ン プ 付 き で な い 車 輌 を 含 む ）化 学 消 防 自 動 車 ９ ９救 急 自 動 車 ８ １ ８ １指 揮 車 ３ ０ ２ １ ５ １救 助 工 作 車 ２ ０ ２ ０小 型 動 力 ポ ン プ ４ ９ ５ ３ ６ ５ ８ ５そ の 他 の 消 防 自 動 車 １ １ ８ １ ８ １ ３ ６
（ 単 位 ： 基 ）平 成 ２ ５ 年 ４ 月 １ 日 現 在固 定 局 及 び 基 地 局 ８ ３消 防 用 無 線 局火 移 動 局 ８ ４ ７災通 望 楼 ０報施 火 災 報 知 専 用 電 話 （ 回 線 ） ２ ０ ３設等 消 防 電 話 （ 回 線 ） ８ ３救 急 指 令 装 置 １ ５消 消 火 栓 ２ ６ ， ９ ９ ５４ ０ ㎥ 以 上 ５ ， ８ ５ ２防 防 火 水 槽 ４ ０ ㎥ 未 満 ６ ７ ３水利 井 戸 １ ６



- 4 -

３．消防費の概要３．消防費の概要３．消防費の概要３．消防費の概要（１）市町村の消防費平成２４年度の県内市町村の普通会計決算額及び消防費決算額は次のとおりで、普通会計決算額は、前年に比べ２６５億２，７００万円（５．１％）増加、消防費決算額は、前年より１０億６，９４５万円（５．４％）増加している。住民一人あたりの消防費は１５，１２３円、１世帯あたりは３６，２００円となっている。 （資料第１０表参照）普通会計決算額と消防費決算額普通会計決算額と消防費決算額普通会計決算額と消防費決算額普通会計決算額と消防費決算額
（２）市町村消防費の財源平成２４年度の県内市町村の消防費決算額の財源内訳は、次のとおりである。（資料第１１表参照）消 防 費 の 財 源消 防 費 の 財 源消 防 費 の 財 源消 防 費 の 財 源 単位：千円

（３）県の防災費平成２４年度の県の防災費決算額は２０，９０５，２６２千円で、県の一般会計額に占める割合は０．１８％である。その内容は、消防・防災行政推進事業、危険物取り締まり等に要する事務費、消防学校費、防災行政無線整備事業費等である。県 の 防 災 費 決 算 額県 の 防 災 費 決 算 額県 の 防 災 費 決 算 額県 の 防 災 費 決 算 額

普通会計決算額(A)（百万円） 消防費決算額(B)（千円） B/A(%) 一人あたりの消防費（円） １世帯あたりの消防費（円）１８ ４８７，４４１ １８，８１５，７６６ ３．８ １３，３２５ ３４，４１２１９ ４８６，３０５ １８，６１０，２８３ ３．８ １３，２９３ ３３，２３２２０ ４８１，７４５ １８，９６０，２９０ ３．９ １３，５１３ ３４，０１７２１ ５１１，７６０ １９，６５１，５１９ ３．８ １４，０５７ ３４，８８０２２ ５３１，１３５ １９，７８７，５４１ ３．７ １４，０３７ ３５，３０２２３ ５２１，２６３ １９，８３５，８１６ ３．８ １４，２６０ ３４，６５７２４ ５４７，７９１ ２０，９０５，２６２ ３．８ １５，０９８ ３６，４２３
合 計(A) 国庫支出金 県支出金 地 方 債 一 般 財 源 等(B) 消 防 費 に 係 る B/A(%)基準財政需用費１８ １８，８１５，７６６ ６５，６３８ ２１，８３１ ４６１，９００ １７，９７４，８４６ １９，１６９，６８９ ９５．５１９ １８，６１０，２８３ １１１，７９９ ２９，４６８ ４４５，６００ １７，７７７，３２９ １８，８５５，０９６ ９５．５２０ １８，９６０，２９０ ４５，８６２ ２３，０２７ ７２７，２００ １７，８２９，５５５ １８，９７０，９９８ ９４．０２１ １９，６５１，５１０ １９１，９７６ ２５，４５５ ６８０，８００ １８，４６２，９０９ １９，２６７，７８７ ９４．０２２ １９，７８７，５４１ ３９，４５６ １９０，９０４ ７８０，９００ １８，２６８，５００ ２０，０５４，７３４ ９２．３２３ １９，８３５，８１６ ６０，４５５ ８９，４２１ ６６３，３００ １８，５７０，５１３ １９，４２１，９６４ ９３．６２４ ２０，９０５，２６２ ２０２，９８２ ４７，６１４ ２，０８６，７５０ １８，１２３，７８０ １９，６１４，３５０ ８６．７
一般会計決算額 (Ａ ) 防 災 費 ( Ｂ )

B/A(%)（千円） 市町村への消防設備補助金 消防学校費（百万円）１８ ４６０，９６２ ８４６，９３４ １８，７２５ ９５，２２０ ０．１８１９ ４５０, ３５５ ９３８，６７１ １８，６２７ ９５，２８２ ０．２１２０ ４５３, １１５ １，２１３，４８５ １９，９４３ ９１, ４９３ ０．２７２１ ４９７，６９０ ８６７，９９３ １５，４２５ ９１，１７５ ０．１７２２ ４７４，６０１ ９５８，９１４ １５，８５５ １０９，６４７ ０．２０２３ ４９４，２９８ ２，４００，７９９ １３，４８９ １１０，２５２ ０．４９２４ ４６４，５１５ ８５６，７４３ ２６，１８５ １０９，８４４ ０．１８
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４．消防職団員の活動状況と処遇の概要４．消防職団員の活動状況と処遇の概要４．消防職団員の活動状況と処遇の概要４．消防職団員の活動状況と処遇の概要（１）活動状況平成２４年中における消防職団員の出動状況は次のとおりで、出動回数は職員・団員合わせて８９，５３６回となっている。出動延べ人員は２０２，８１３人で、うち消防職員が１３１，２８９人、消防団員が７１，５２４人で、一日あたりの出動回数は２４５回、出動人員は８２８人である。（資料第１４，１５表参照）消 防 職 団 員 の 出 動 状 況消 防 職 団 員 の 出 動 状 況消 防 職 団 員 の 出 動 状 況消 防 職 団 員 の 出 動 状 況
（２）公務災害の状況昭和５年から平成２４年までの間において、公務により死亡した消防職団員は３８人で、昭和４３年以降死亡または負傷したものは、次のとおりである。 （資料第１６，１７表参照）消 防 職 団 員 の 公 務 災 害 の 状 況消 防 職 団 員 の 公 務 災 害 の 状 況消 防 職 団 員 の 公 務 災 害 の 状 況消 防 職 団 員 の 公 務 災 害 の 状 況

（３）消防団員の報酬と手当消防団員の報酬と出動した場合の出動手当額は、それぞれの市町村の条例で定められており、平成２５年４月１日現在の支給額は、次のとおりである。 （資料第１８表参照）消 防 団 員 の報 酬と 出 動手 当 額消 防 団 員 の報 酬と 出 動手 当 額消 防 団 員 の報 酬と 出 動手 当 額消 防 団 員 の報 酬と 出 動手 当 額

上段は出動回数、下段（）内は延べ人員火 災 風水害等の災害 演習・訓練 広 報 ・ 指 導 警 防 調 査 そ の 他 計職 員 ６３７ １０９ １，２５２ ４，５１５ ５，７２５ ７３，２３８ ８５，４７６（ ３，６２２） （ ３４５） （ ３，６７３） （ ７，５４０） （ ７，６７８） （１０８，４３１） （１３１，２８９）団 員 ３９７ １０７ １，２９８ ４６３ ０ １，８５０ ４，１１５（ ６，６０２） （ １，３６４） （ ３６，５２９） （ ３，８９５） （ ０） （ ２４，７６１） （ ７３，１５１）計 １，０２０ ２１３ ２，５４４ ４，９７８ ５，７２５ ７５，０５６ ８９，５３６（ ９，８０４） （ １，６７５） （ ４０，０６５） （ １１，３６４） （ ７，６７８） （１３２，２２７） （２０２，８１３）
（ ）内は死者火 災 救 急 ・ 救 助 風 水 害 等 演 習 ・ 訓 練 そ の 他 計職 員 団 員 職 員 団 員 職 員 団 員 職 員 団 員 職 員 団 員 職 員 団 員

S43~H15 ２８０ 430(3) ７６ １４ ２８ 178(1) 159(1) ２５３ ７１(2) 801(1) 688(6)１８ ８ ３ ３ ３ ３ ２ １ １６ ７１９ ５ ４ ３ １ １ ７ ６ ３ １ １９ １１２０ ６ ５ １ ６ ２ ８ １ ２１ ８２１ ２ ２ ３ ４ ２ ２ ２ １１ ６２２ ７ １ ４ ５ ９ ３ １９ １０２３ ７ １ ２ ０ ０ ２ ４ １ ２ ２ １５ ６２４ １０ ４ ２ ０ ０ ０ ５ ２ ２ １ １９ ７
単位：円報 酬 （ 年 額 ） 出 動 手 当 （ １ 回 当 た り ）団 長 副団長 分団長 副分団長 部 長 班 長 団 員 火 災 風 水 害 警 戒 訓 練 その他最 高 350,000 270,000 192,000 180,000 168,000 156,000 144,000 4,600 6,800 3,500 6,000 6,000最 低 60,000 36,000 22,000 15,000 11,000 10,000 8,000 0 0 0 0 0
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（４）消防功労者表彰消防関係者が、職務に精励し、顕著な功績をあげた場合等に、叙勲、褒章、消防庁長官表彰、知事表彰等が行われる。その受章者の状況は、次のとおりである。消 防 功 労 者 表 彰消 防 功 労 者 表 彰消 防 功 労 者 表 彰消 防 功 労 者 表 彰

（５）消防学校における教育訓練県消防学校は、複雑多様化する各種災害に対処できる広範囲の消防知識・技能を修得させることを目的として、消防職団員に対し、教育訓練を実施している。県消防学校の修了者の状況は、次のとおりである。 県 消 防 学 校 修 了 者 数県 消 防 学 校 修 了 者 数県 消 防 学 校 修 了 者 数県 消 防 学 校 修 了 者 数

年 ２０ ２１ ２２ ２３ ２４瑞 宝 小 綬 章 ２ ０ １叙 瑞 宝 双 光 章 １３ １６ １５ １１ １２勲 瑞 宝 単 光 章 １４ １２ １４ １４ １８藍 綬 褒 章 ５ ７ ５ ７ ６功 労 章 ３ ４ ３ ３ １消 永 年 勤 続 功 労 賞 ３４ ３３ ３３ ３３ ３２防庁 功 績 章長官 退 職 報 償 ( 銀 杯 ) ２１０ ２４０ ２４０ １４８ ２７４表彰 表 彰 旗 １ １ １竿 頭 綬知 功 労 章 １４４ １４３ １４２ １４１ １４２事 表 彰 状表 感 謝 状彰 顕 彰 状※注 叙勲、知事表彰については、年（１月～ 12月）で集計、消防庁長官表彰については、年度(4月～３月）で集計。
消 防 職 員 消 防 団 員 合 計初任教育 幹部教育 専科教育 特別教育 幹部教育 専科教育 基礎教育 特別教育１８ １５ ２２ ５４ ７２ ７１ ４２ １３９ １１ ４２６１９ ４１ ２０ ７５ ７１ ５６ ４２ ３０６ ６１１２０ ５５ ２０ ８１ ７２ ６５ ４４ １３０ ３４ ５０１２１ ５８ ２１ ９４ ６７ ６９ ４０ １３９ ４８８２２ ７４ １１ １０２ ７４ ６４ ４５ １１２ ３９ ５２１２ 3 ７４ １１ １０２ ８３ ６４ ４５ １１２ ３９ ５３０２４ ６９ ９ １１５ ４６ ６８ ３９ １２９ ４８ ５２３


